
 

 

 

後期高齢者医療事業特別会計予算に関する説明書 
 
 
 
 
 

※ 新元号への移行が予定されている 2019 年 5月 1 日以降の年度については、「平成」のまま表記しています。 



 



１．総括

（歳　入） （単位 ： 千円）

款 構 成 比

 1 後期高齢者医療保険料 1,150,620 1,074,401 76,219 80.3%

 2 使用料及び手数料 1 1 0 0.0%

 3 繰入金 279,059 280,165 △1,106 19.5%

 4 繰越金 1,000 1,000 0 0.1%

 5 諸収入 2,033 2,031 2 0.1%

1,432,713 1,357,598 75,115 100.0%

後期高齢者医療事業特別会計 歳入歳出予算事項別明細書

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計



（歳　出） （単位 ： 千円）

款 構 成 比

 1 総務費 34,066 38,916 △4,850 2 34,064 2.4%

 2 後期高齢者医療広域連合納付金 1,395,046 1,315,081 79,965 1,395,046 97.4%

 3 諸支出金 1,601 1,601 0 1,601 0.1%

 4 予備費 2,000 2,000 0 2,000 0.1%

1,432,713 1,357,598 75,115 2 1,432,711 100.0%

そ の 他

歳 出 合 計

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較
予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債



２．歳入
（款） 1．後期高齢者医療保険料

（項） 1．後期高齢者医療保険料 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 特別徴収保険料 438,068 399,816 38,252  1 現年分 438,068 現年分 438,068

 2 普通徴収保険料 712,552 674,585 37,967  1 現年分 708,057 現年分 708,057

 2 滞納繰越分 4,495 滞納繰越分 4,495

計 1,150,620 1,074,401 76,219

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 2．使用料及び手数料
（項） 1．手数料 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 督促手数料 1 1 0  1 督促手数料 1 督促手数料 1

計 1 1 0

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 3．繰入金
（項） 1．一般会計繰入金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 事務費繰入金 55,231 62,233 △7,002  1 事務費繰入金 55,231 事務費繰入金 55,231

 2 保険基盤安定繰入金 223,828 217,932 5,896  1 保険基盤安定繰入金 223,828 保険基盤安定繰入金 223,828

計 279,059 280,165 △1,106

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 4．繰越金
（項） 1．繰越金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 繰越金 1,000 1,000 0  1 繰越金 1,000 純繰越金 1,000

計 1,000 1,000 0

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 5．諸収入
（項） 1．延滞金、加算金及び過料 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 延滞金 400 400 0  1 延滞金 400 延滞金 400

 2 過料 1 1 0  1 過料 1 過料 1

計 401 401 0

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 5．諸収入
（項） 2．償還金及び還付加算金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 保険料還付金 1,500 1,500 0  1 保険料還付金 1,500 保険料還付金 1,500

 2 還付加算金 100 100 0  1 還付加算金 100 還付加算金 100

計 1,600 1,600 0

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 5．諸収入
（項） 3．預金利子 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 預金利子 29 26 3  1 預金利子 29 預金利子 29

計 29 26 3

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 5．諸収入
（項） 4．雑入 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 滞納処分費 1 1 0  1 滞納処分費 1 滞納処分費 1

 2 雑入 2 3 △1  1 雑入 2 雑入 1

公務災害補償基金負担金精算返還金 1

計 3 4 △1

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



３．歳出

（款） 1．総務費

（項） 1．総務管理費 (単位：千円)

節       

目

 1 一般管理費 31,111 36,101 △4,990 1 31,110  2 給料 9,508 ○　一般管理事務費（後期高齢者医療事業） 11,697

 3 職員手当 6,680 共済費 18

等 公務災害補償基金負担金 18

 4 共済費 3,244 旅費 3

 9 旅費 3 職員旅費 3

11 需用費 44 需用費 44

12 役務費 5,244 消耗品費 39

14 使用料及 6,388 印刷費 5

び賃借料 役務費 5,244

郵便料 5,244

使用料及び賃借料 6,388

電算使用料 6,388

○　職員給与等費 19,414

給料 9,508

一般職　３人分 9,508

職員手当等 6,680

一般職 6,680

地域手当 951         

住居手当 674         

通勤手当 279         

特殊勤務手当 72         

期末手当 2,333         

勤勉手当 1,621         

時間外勤務手当 750         

共済費 3,226

共済組合負担金 3,226

計 31,111 36,101 △4,990 1 31,110

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般 財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 1．総務費

（項） 2．徴収費 (単位：千円)

節       

目

 1 徴収費 2,955 2,815 140 1 2,954  9 旅費 2 ○　徴収事務費 2,955

11 需用費 207 旅費 2

12 役務費 1,914 職員旅費 2

13 委託料 832 需用費 207

消耗品費 36

印刷費 171

役務費 1,914

プリンタ保守料 46

差押不動産鑑定料 1

調査手数料 12

郵便料 1,855

委託料 832

納入通知書等印刷及び封入業務 832

計 2,955 2,815 140 1 2,954

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般 財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 2．後期高齢者医療広域連合納付金

（項） 1．後期高齢者医療広域連合納付金 (単位：千円)

節       

目

 1 後期高齢者 1,395,046 1,315,081 79,965 1,395,046 19 負担金、 1,395,046 ○　後期高齢者医療広域連合納付金 1,395,046

医療広域連 補助及び 負担金、補助及び交付金 1,395,046

合納付金 交付金 保険基盤安定負担金 223,829

保険料負担金 1,151,022

事務費負担金 20,195

計 1,395,046 1,315,081 79,965 1,395,046

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般 財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 3．諸支出金

（項） 1．償還金及び還付加算金 (単位：千円)

節       

目

 1 保険料還付 1,500 1,500 0 1,500 23 償還金利 1,500 ○　保険料還付金 1,500

金 子及び割 償還金利子及び割引料 1,500

引料 保険料過誤納金還付金 1,500

 2 還付加算金 100 100 0 100 23 償還金利 100 ○　還付加算金 100

子及び割 償還金利子及び割引料 100

引料 還付加算金 100

計 1,600 1,600 0 1,600

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般 財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 3．諸支出金

（項） 2．繰出金 (単位：千円)

節       

目

 1 一般会計繰 1 1 0 1 28 繰出金 1 ○　一般会計繰出金 1

出金 繰出金 1

一般会計繰出金 1

計 1 1 0 1

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般 財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 4．予備費

（項） 1．予備費 (単位：千円)

節       

目

 1 予備費 2,000 2,000 0 2,000 29 予備費 2,000 ○　予備費 2,000

予備費 2,000

予備費 2,000

計 2,000 2,000 0 2,000

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般 財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



【後期高齢者医療事業特別会計】

　１　特別職

　２　一般職
　　（1）総括

本年度 3 (0) 9,508 6,680 16,188 3,226 19,414 0
前年度 3 (0) 9,946 6,529 16,475 3,363 19,838 0
比　較 0 (0) 0 △ 438 151 △ 287 △ 137 △ 424

（　）内は短時間勤務職員外書き

給　与　費　明　細　書

区　　分

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

期末手当
（千円）
<年間支給率
（月分）>

本年度

前年度

計
（千円）

備　考

給　　　与　　　費
共済費
（千円）

合　計
（千円）

備　　　　　考

児童手当
児童手当

千円除く
千円除く

比　較

区分 職員数（人） 報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

共済費
（千円）

合　計
（千円）

職員数
（人）

計
（千円）

報　酬
（千円）

給　料
（千円）

地域手当
（千円）

寒冷地手当
（千円）

その他の
手　　当
（千円）



0 951 674 279 0 750 2,333 1,621 72 0 0
0 995 340 147 0 750 2,502 1,723 72 0 0
0 △ 44 334 132 0 0 △ 169 △ 102 0 0 0

　　（2）給料及び職員手当の増減額の明細
区　　分 備　　　　考

21 行政職 3人 　　給与改定の状況
給　　料 212 29年度（給料の改定率）

0.18%
（千円） 30年度（給料の改定率）

△ 671 0 0.21%
△ 671 31年度（給料の改定率）

見込 0.00%

普通昇給率 1.90%

（千円）
職員手当 57 　地域手当 2

　時間外勤務手当 2
　期末手当 5
　勤勉手当 48

（千円）
94 　扶養手当 0

　地域手当 △ 46
　住居手当 334
　通勤手当 132
　時間外勤務手当 △ 2
　期末手当 △ 174
　勤勉手当 △ 150

管理職員特別勤務

（千円）

管理職
（千円）

時間外勤務
（千円）

期末
（千円）

勤勉
（千円）

特殊勤務
（千円）

退職
（千円）

区　　　分

職員手当の
内　　　訳

本年度
前年度
比　較

増減事由別内訳（千円）

扶養
（千円）

地域
（千円）

住居
（千円）

通勤
（千円）

△ 438  昇給に伴う増加分

増減額（千円） 説　　　　　明
 給与改定に伴う増減分

 その他の増減分

151  制度改正に伴う増減分

 その他の増減分  ・会計間の定数変動による増減
 ・人事異動等による増減



（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たりの給与

行政職 技能職

平均給料月額 （円） 261,100

平均給与月額 （円） 306,656

平均年齢 （歳） 32.3

平均給料月額 （円） 273,667

平均給与月額 （円） 315,900

平均年齢 （歳） 34.0

　　イ　初任給

行政職（円） 技能職（円）

高　　校　　卒 150,700 148,600 146,000

大　　学　　卒
（総合職）194,000
（一般職）180,700

国　　の　　制　　度
行政職（円）区　　　　　分

153,000

180,700

区　　　　　　分

技能職（円）

平成31年1月1日現在

平成30年1月1日現在



ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）
7
6
5
4
3 2 66.7
2 1 33.3
1
計 3 100.0 計
7
6
5
4 1 33.3
3 1 33.3
2 1 33.3
1
計 3 ※100.0 計

※端数調整有り
（級別の標準的な職務内容） ※平成31年1月1日現在

区　分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

部　長 課　長 課長補佐 係　長 主　任 主　事 主　事
統括係長 主　査行  政  職

区分
行　　政　　職 技　　能　　職

平成31年1月1日現在

平成30年1月1日現在



　　エ　昇給

行政職 技能職

職員数（Ａ）（人） 3 3

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 3 3

３号給以下（人） 0

４号給（人） 3 3

５号給以上（人） 0

比率（Ｂ）／（Ａ）（％） 100.0 100.0

職員数（Ａ）（人） 3 3

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 3 3

３号給以下（人） 0

４号給（人） 3 3

５号給以上（人） 0

比率（Ｂ）／（Ａ）（％） 100.0 100.0

号給数別内訳

合　　　計区　　　　　　　　　　　　　分
職　　　　　種

号給数別内訳

前年度

本年度



　　オ　期末・勤勉手当

6月（月分） 12月（月分）

本　　　 年 　　　度
2.225

（1.175）
2.225

（1.175）
4.45

（2.35）
有

前　　 　年　　　 度
2.125

（1.075）
2.275

（1.225）
4.4

（2.3）
有

国　　の　　制　　度
2.225

（1.175）
2.225

（1.175）
4.45

（2.35）
有

（　）内は再任用職員

　　カ　定年退職及び早期退職募集制度に基づく退職に係る退職手当

区　　　　　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備考

支　　給　　率　　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特
例措置（2～45％
加算）

国の制度（支給率等） 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特
例措置（2～45％
加算）

備　　　考
支給率計
（月分）

職制上の段階、職
務の級等による加
算措置

区　　　　　分
支給期別支給率



　　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域 全地域

支 給 率 （ ％ ） 10

支給対象職員数（人） 3(0)

国 の 指 定 基 準 に
基づく支給率（％）

10

（　）内は短時間勤務職員外書き

　　ク　特殊勤務手当

行政職 技能職

0.8 0.8

33.3 33.3

　　ケ　その他の手当

区　　　　　分

扶　養　手　当

住　居　手　当

通　勤　手　当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
（ 平 成 31 年 1 月 1 日 現 在 ）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

国の制度との差異

徴収手当

全職種区　　　　　　　　　　分
職　　　　　種

差異の内容

同じ

同じ

異なる ・交通用具使用者等　通勤距離の区分及びそれに対応した額



　　　　　　　　　　　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度までの支出額
　　　　　　　　　　　　　又は支出額の見込み及び該当年度以降の支出予定額等に関する調書
      （単位 ： 千円）

910
納入通知書等印刷及び封入封か
ん業務委託料

910 平成32年度 910

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

事 項 支 出 ( 見 込 ) 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 そ の 他地 方 債

限 度 額

前 年 度 末 ま で の

金 額 期 間 金 額 国庫支出金 県 支 出 金
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